
書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人ヒューマンライツ・ナウ

１．重要な会計方針
　　　財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日 2011年11月20日一部改正 NPO法人会計基準協議会）

　によっています。
　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産（貯蔵品）の評価基準は原価基準により、評価方法は個別法によっています。
　 固定資産の減価償却の方法

法人税法の規定に基づいて、有形固定資産は3年で均等償却しています。
消費税等の会計処理

２．事業費の内訳
（単位：円）

子どもの
人権

女性の人権
人権侵害

事実調査・
公表

海外人権
教育

小計

人件費
給料手当 2,009,405 302,643 317,643 332,643 2,962,334
法定福利費 67,472 40,483 40,483 40,483 188,921
人件費計 2,076,877 343,126 358,126 373,126 3,151,255
その他経費
売上原価
講演･イベント費用 623,772 57,237 153,146 1,674,682 2,508,837
旅費交通費 47,767 351 517,185 364,449 929,752
通信費 25,327 1,417 1,553 22,041 50,338
接待交際費 0 0 0 0 0
地代家賃 50,457 50,457 50,457 50,457 201,828
水道光熱費 4,423 4,423 4,423 4,423 17,692
減価償却費 2,333 2,333 2,333 2,333 9,332
消耗品費 5,398 39 116 5,015 10,568
租税公課 430 3 9 399 841
配達発送費 24,409 179 528 22,679 47,795
事務用品費 77,694 571 3,133 72,185 153,583
広報広告費 31,969 134 394 16,926 49,423
支払手数料 24,042 163 1,886 44,441 70,532
諸会費 0 0 0 0 0
支払報酬 0 0 0 60,000 60,000
会議費 0 2,450 0 0 2,450
雑費 0 0 0 0 0
雑損失 0 0 0 0 0
その他経費計 918,021 119,757 735,163 2,340,030 4,112,971

合計 2,994,898 462,883 1,093,289 2,713,156 7,264,226
（単位：円）

人権政策
提言

国連・国際
人権基準

の調査研究

国内
情報提供

小計

人件費
給料手当 2,142,930 332,643 413,524 2,889,097 47,940 5,899,371 2,600,855 8,500,226
法定福利費 121,450 40,483 53,977 215,910 6,747 411,578 357,607 769,185
人件費計 2,264,380 373,126 467,501 3,105,007 54,687 6,310,949 2,958,462 9,269,411
その他経費 0 0
売上原価 314,764 314,764 314,764
講演･イベント費用 1,410,375 186 678,434 2,088,995 4,441 4,602,273 96,496 4,698,769
旅費交通費 350,920 150,440 19,600 520,960 10,480 1,461,192 227,683 1,688,875
通信費 40,598 2,232 28,010 70,840 13,692 134,870 108,454 243,324
接待交際費 0 0 0 0 0 0 0 0
地代家賃 50,457 440,957 50,457 541,871 50,457 794,156 504,577 1,298,733
水道光熱費 4,423 17,110 4,423 25,956 4,423 48,071 44,235 92,306
減価償却費 2,333 2,333 2,333 6,999 2,333 18,664 23,336 42,000
消耗品費 7,247 49 2,215 9,511 1,184 21,263 25,736 46,999
租税公課 577 3 176 756 94 1,691 2,054 3,745
配達発送費 32,769 225 74,253 107,247 5,355 160,397 116,352 276,749
事務用品費 104,301 717 94,928 199,946 17,046 370,575 370,325 740,900
広報広告費 93,577 168 830,842 924,587 3,997 978,007 86,837 1,064,844
支払手数料 40,621 3,137 25,346 69,104 5,100 144,736 106,105 250,841
諸会費 0 0 0 0 0 0 30,000 30,000
支払報酬 0 0 0 0 0 60,000 1,010,302 1,070,302
会議費 0 0 0 0 100 2,550 8,900 11,450
雑費 0 1,011 0 1,011 0 1,011 74,311 75,322
雑損失 0 0 0 0 13,566 13,566 0 13,566
その他経費計 2,138,198 618,568 1,811,017 4,567,783 447,032 9,127,786 2,835,703 11,963,489

合計 4,402,578 991,694 2,278,518 7,672,790 501,719 15,438,735 5,794,165 21,232,900

３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次の通りです。

（単位：円）
金額

経常収益への振替額
当年度の海外人権教育プロジェクトに対する振替額 560,605

560,605合計

管理部門 合計
科目

（１）

（２）

内容

科目

（１）

（２）

人権の促進保護のための調査・研究提言・普及事業

その他の
事業

事業部門計

　　2014年度　　計算書類の注記

（１）

（２）

（６）

消費税は税込経理により処理しています。

国際支援事業



４．使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳は以下の通りです。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

みらいの法律家基金　寄附金 2,532,476 0 560,605 1,971,871 海外人権教育プロジェクトのための寄附金

独立行政法人福祉医療機構（ＷＡＭ）

「ＷＡＭ助成（社会福祉振興助成事業）」 0 2,917,000 2,917,000 0 人権政策提言プロジェクトのための助成金

公益信託アジア・コミュニティ・トラスト

「アジア民衆パートナーシップ支援基金」助成事業 0 700,000 700,000 0 海外人権教育プロジェクトのための寄附金

合計 2,532,476 3,617,000 4,177,605 1,971,871

５．固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
一括償却資産 126,000 126,000 △ 126,000 0

投資その他の資産
敷金 411,639 411,639 411,639

合計 537,639 0 0 537,639 △ 126,000 411,639

６
．
　・　事業費と管理費の按分方法

内容 備考

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

地代家賃、水道光熱費、減価償却費については面積割合で、給料手当、法定福利費については従事割合で案分しています。


